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マレーシア・サラワク州東部のバラム河上流域（アッパーバラム）には、先住民族プナ

ン人をはじめとする地域コミュニティが、世代を超えて守り、利用してきた貴重な熱帯林

が残されています。 

 

プナン人は 1980 年代以降、サムリン社に付与された伐採ライセンスによる森林伐採に

対し、道路封鎖などによる抵抗を続けてきました。同時に、この森林を「プナン平和公

園」として保護する構想を立ち上げ、森林と自らの生活・文化を守る活動を進めてきまし

た。 

 

この構想に大きな転機が訪れたのが、故アデナン・サテム前サラワク州首席大臣の時代

です。アデナン氏はプナン人の主張に理解を示し、他の先住民族コミュニティも含めた

「バラム平和公園」として森林を保全していく方向性を打ち出しました。 

 

これを背景として、マレーシア政府は国際熱帯木材機関（ITTO）にプロジェクトを申

請。日本政府をはじめとするドナーの資金拠出により、中核事業「マレーシア・サラワク

州アッパーバラムにおける、地域コミュニティの関与による保全と持続可能な開発のため

のアッパーバラム森林地帯の経営」（PD902/19 Rev.3 (F)）iiが実現しました。 

 

日本政府は ITTO を通じて多額の資金を拠出するとともに、サラワク州政府と現地コ

ミュニティをつなぐ役割も担ってきました。同プロジェクトは、森林保全と地域コミュニ

ティの生活向上を両立する持続可能な開発モデルとして期待されていました。 
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ところが、プロジェクト開始後まもなく、実施機関であるサラワク州政府から中止要請

が出され、ITTO はこれを受け入れ、2024 年 10 月にプロジェクトの終了を正式に決定し

ました。 

 

さらに重大な問題は、このプロジェクトが進行している最中に起きていました。サラワ

ク州政府は、従来のサムリン社の伐採ライセンスが失効した後、バラム平和公園の対象地

域における新たな伐採ライセンスをボルネオランド・ティンバー・リソーシズ（BTR）社

に付与していました。しかし、この重要な決定は、同地域で暮らす先住民族をはじめとす

るステークホルダーにまったく知らされずに進められたのです。 

 

BTR 社は ITTO プロジェクトの実施期間中から伐採道路の敷設に着手し、プロジェクト

終了と前後して本格的な伐採を開始しました。先住民族が⾧年にわたり守り続け、ITTO

プロジェクトによって保全されることが期待されていた森林が、逆にプロジェクトの終了

とともに伐採の憂き目に遭っているという事態が生じています。 

 

一方、PD902/19 を補完するプロジェクト「マレーシア・サラワク州アッパーバラムに

おける森林経営および森林景観の回復におけるコミュニティのエンパワーメント」（PP-

A/59-352 BWP 11(e)）iiiは現在も継続されています。コミュニティ主導型エコツーリズム

（CBET）の研修など、地域住民の能力開発や生活支援を目的とした活動が行われていま

す。 

 

しかし、この支援についても、伐採を受け入れたコミュニティに恩恵が偏り、伐採に反

対するコミュニティとの間の対立や社会的分断を助⾧しているのではないかとの懸念が、

現地住民や複数の NGO から示されています。 

 

森林を守るために⾧年活動してきた先住民族の人々の目前で、なぜ伐採が始まったの

か。森林保全を掲げ、日本政府も資金を拠出した ITTO プロジェクトは、なぜ途中で終了

したのか。そして、そのプロジェクトの実施中に、なぜ対象地域に新たな伐採ライセンス

が付与されたのか。 

 

日本が先住慣習地の「簒奪」に対して果たすべき責任の一つに、サラワク産木材の主要

な消費国としての責任があります。日本では過去数十年にわたり現在に至るまで、サラワ

ク産木材製品、とりわけコンクリート型枠用合板（コンパネ）が建築・建設現場で大量に

使用されてきました。BTR 社が伐採した木材が、日本の合板市場で大きなシェアを占める

シンヤン社の工場に運ばれているとの指摘もあり、消費国として日本は、木材サプライ

チェーンと現地の森林伐採とのつながりにも、しっかりと目を向ける必要があります。 
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今回発表する報告書「簒奪されたバラム平和公園」では、こうした一連の経緯を検証

し、バラム平和公園で進行する森林伐採と、それに伴う先住民族コミュニティへの影響を

明らかにしています。 

生物多様性の宝庫であるボルネオ島の貴重な熱帯林と、そこに暮らす先住民族の権利を

守るために何が必要なのか。そして、日本政府および日本社会にはどのような責任と役割

があるのか。本報告書を通じて、広く社会に問いかけます。 

 

 

連絡先： 

原田公／熱帯林行動ネットワーク（JATAN） 

メール：haradajatan@gmail.com、電話：090-9156-1291 

三柴淳一／国際環境 NGO FoE Japan 

メール：mishiba@foejapan.org、電話：03-6909-5983 

 

 

 
i 国際熱帯木材機関（International Tropical Timber Organization, ITTO）は熱帯林の持続

可能な経営（管理）の促進と、持続的かつ合法的に生産された熱帯木材の国際貿易の発

展・多角化を目的とする政府間国際機関。日本は ITTO の設立当初からのホスト国で、機

関全体の任意拠出金の約 46％（2025 年ベース）を占める最大の消費国ドナー。 
ii 

https://www.itto.int/ja/news/2023/03/21/newly_launched_projects_in_sarawak_s_upper_b

aram_will_boost_local_livelihoods_and_conserve_biodiversity/ 
iii ibid 


